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【「しあわせ倍増プラン２００９」表紙】 



はじめに 

しあわせ倍増プラン２００９は、平成２１年５月の市長

選挙において、私が市民の皆さまにお示したマニフェスト

「さいたま市民しあわせ倍増計画」をベースに、平成２１

年度から平成２４年度までに重点的に取り組む施策を市の

計画として位置付けたもので、平成２１年１１月に策定し

ました。 

私は、４年間の具体的な数値目標や取組内容、事業計画などを網羅した「し

あわせ倍増プラン２００９」の実現を市政運営の最優先事項に位置付け、最少

の経費で最大の効果を上げることを基本とし、その達成に向けて全庁を挙げて

取り組んでまいりました。 

また、「しあわせ倍増プラン２００９」の取組に当たっては、毎年度、事業の

進捗状況等について内部評価を行うとともに、客観的な検証も行うため、市民

や有識者等による市民評価委員会を設置し、外部評価を実施しながら、その評

価結果を市民評価報告会において報告してきたところです。 

今般、「しあわせ倍増プラン２００９」の計画期間が終了したことを受け、こ

れまでの４年間の達成状況について内部評価を行い、「しあわせ倍増プラン２０

０９達成状況報告書」をとりまとめましたので、市民の皆さまにご報告いたし

ます。 

４年間の達成状況については、おおむね９割の事業が達成したとの評価結果

となりましたが、これに満足することなく、これまで市民評価委員会をはじめ

多くの皆さまからいただいたご意見・ご提言等を踏まえながら、今後も各行政

分野において事業推進に取り組んでまいりたいと考えております。 

平成２５年６月 
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１ 評価の概要 

（１）評価の概要 

しあわせ倍増プラン２００９（以下、「倍増プラン」という。）は、平成２１

年１１月の計画策定後、各年度の達成状況に対する評価を毎年度実施してきまし

た。 

平成２１年度から平成２３年度までの３年間については、各年度の目標に対す

る達成度をその翌年度に評価するという手法で評価を実施してきました。その評

価の流れとしては、まず市において内部評価（自己評価）を行い、その結果に対

して市民や有識者等により構成される市民評価委員会を平成２１年度は１１回、

平成２２年度は１０回、平成２３年度は９回開催して外部評価を行いました。さ

らに、市民評価委員会は評価の取りまとめを行い、その結果を市民評価報告会に

おいて毎年度報告してきました。 

平成２４年度については、倍増プランの計画期間の最終年度となることから単

年度の評価を実施せず、４年間の達成状況の評価を実施することとしました。４

年間の達成状況については、既に平成２４年９月に開催された市民評価報告会に

おいて、平成２４年４月時点での見込みによる４年間の達成状況の評価を公表し

ていますが、今回平成２４年度末時点の実績に基づき評価の確定を行いました。 

（２）評価の対象 

評価の対象は、倍増プランに掲げられた１３９の事業全てとなりますが、経

済・雇用分野の「人材育成支援（№56-1）」と「創業環境支援（№56-2）」の事業

については、同一の目標を設定していたため、２事業を１事業としてとらえ、全

１３８事業となりました。 

（３）評価の基準 

各事業の達成度の評価については、倍増プランに記載されている①数値目標等

（取組指標・方針）、②取組内容、③事業計画（工程表）等に照らし合わせて、

４年間の目標に対して、その取組実績の進捗度を「目標を上回って達成」、「目標

をおおむね達成」、「時期の遅れはあるが目標をおおむね達成」、「目標を未達成」

の４区分で評価しています。 
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２ 評価結果 

倍増プランの全１３８事業の４年間の数値目標等に対する取組実績について、達

成度の内部評価を実施したところ、２２事業が「目標を上回って達成」、９１事業

が「目標をおおむね達成」、１０事業が「時期の遅れはあるが目標をおおむね達成」、

１５事業が「目標を未達成」となりました。 

その結果、「目標を上回って達成」、「目標をおおむね達成」及び「時期の遅れは

あるが目標をおおむね達成」の３区分を合計した、いわゆる“目標を達成”した事

業数は、１２３事業（８９．１％）で、全体の約９割を占める結果となりました。 

 なお、昨年４月時点の達成度見込みの集計結果では、１６事業が「目標を上回っ

て達成」、１０４事業が「目標をおおむね達成」、６事業が「時期の遅れはあるが目

標をおおむね達成」、１２事業が「目標を未達成」となっており、いわゆる“目標

を達成”した事業数は、１２６事業（９１．３％）となっておりました。 

４年間の達成度 （全体・分野別） 

 分 野 事業数 

達成度評価 

目標を 
上回って 
達成 

目標を 
おおむね 
達成 

時期の遅れは
あるが目標を
おおむね 
達成 

目標を 
未達成 

Ⅰ 行動宣言 5 1 4 0 0 

Ⅱ 条例宣言 7 0 3 2 2 

１ 行財政改革 28 3 21 4 0 

２ 市民・自治 3 0 2 0 1 

３ 子ども 24 4 19 1 0 

４ 高齢者 7 1 5 0 1 

５ 健康・安全・安心 17 1 13 1 2 

６ 環境・まちづくり 25 5 15 2 3 

７ 経済・雇用 19 6 9 0 4 

８ 地域間対立を越えて 3 1 0 0 2 

全 体 138 22 91 10 15

  割合 100.0% 15.9% 66.0% 7.2% 10.9%
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   ①目標を上回って達成…………………………２２事業（１５．９％） 

   ②目標をおおむね達成…………………………９１事業（６６．０％） 

   ③時期の遅れはあるが目標をおおむね達成…１０事業（  ７．２％） 

   ④目標を未達成…………………………………１５事業（１０．９％） 

①＋②＋③＝１２３事業（８９．１％） 

分野別の評価結果 
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「目標を上回って達成」事業一覧　【２２事業】

Ⅰ-3 現場訪問を４００回実施。 7

1-2 民間人専門家を入れた行政改革推進チームを、市長直轄組織として設置します。（事
務事業評価の見直し） 9

7 一職員一改革提案制度を創設します。 10

9-4 情報公開日本一を実現します。（パブリシティの推進） 11

19 「放課後子ども教室」を倍増します。 14

23-1 「子育てパパ応援プロジェクト」を推進します。（１日保育士体験） 15

24-1 保育所・学童保育所「待機児童ゼロプロジェクト」を推進します。 （認可保育所） 16

24-2 保育所・学童保育所「待機児童ゼロプロジェクト」を推進します。 （ナーサリー
ルーム・家庭保育室） 16

36 高齢者を対象とした、（仮称）シルバー元気応援ショップ制度（割引制度）を創設し
ます。 19

38-6 遊休地などを活用した、スポーツもできる多目的広場を倍増します。
（農業関連施設へのスポーツもできる多目的広場の整備） 21

42 市内照明のＬＥＤ化率全国１位を目指します。 23

43 太陽光発電設備の設置を推進します。 23

48-1 公園・市有地・校庭などの芝生化、緑のカーテン事業などで身近な緑を増やす 「み
どり倍増プロジェクト」を実施します。（公園の芝生化） 24

48-5 公園・市有地・校庭などの芝生化、緑のカーテン事業などで身近な緑を増やす 「み
どり倍増プロジェクト」を実施します。（公共施設・家庭の緑のカーテン） 24

48-7 公園・市有地・校庭などの芝生化、緑のカーテン事業などで身近な緑を増やす 「み
どり倍増プロジェクト」を実施します。（民間建築物の緑化） 25

53-1 ワーキングプアを増やさない、部局横断的な「自立生活支援対策チーム」を設置しま
す。（セーフティネットの構築） 27

53-2 ワーキングプアを増やさない、部局横断的な「自立生活支援対策チーム」を設置しま
す。（ステップアップの取組） 27

54-2 介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（テクニカルブランド企業認証事業） 27

54-3 介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（戦略的企業誘致） 27

54-11 介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（マッチング事業） 29

57-2 コミュニティビジネスの支援制度を充実します。（コミュニティビジネス促進事業） 29

62 市庁舎のあり方は、地域的対立を越えた視点から、市民の声を聞きながら検討しま
す。 31

№ 事　業　名 掲載ページ数
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「目標を未達成」事業一覧　【１５事業】

Ⅱ-1 市長任期を３期までとする、多選自粛条例を制定します。 ８

Ⅱ-6 さいたま市の憲法「自治基本条例」を市民参画で制定します。 8

15 市民活動を推進するための「マッチングファンド制度」を創設します。 13

33-1
空き教室や空き店舗、遊休施設などを活用し、各区に高齢者サロン・介護者サロンを
設置します。（高齢者サロン） 18

37-2
食生活や運動習慣の改善を支援し、健康寿命の延伸を目指します。 ～元気倍増大作
戦～　（介護予防） 20

38-5
遊休地などを活用した、スポーツもできる多目的広場を倍増します。
（大学との連携による多目的広場の整備） 21

47 新規建設事業費の１％を魅力ある文化・芸術のまちづくりに配分します。 24

49-3
見沼田んぼ、荒川などの自然環境・歴史的遺産を保全・活用し、教育ファーム、市民
農園など市民が憩える場所を増やします。（教育ファームの実施） 26

51-1
下水道、都市公園、生活道路など生活密着型インフラ整備を推進します。
（都市公園の整備） 26

54-5
介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（新規就農者支援事業） 28

54-7
介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（介護福祉士資格取得支援） 28

54-8
介護、福祉、医療、教育、環境、農業などの分野を中心に「雇用倍増プロジェクト」
を実行します。（ホームヘルパー２級資格取得支援） 28

55 市内の観光資源を有効活用し、海外も含め、観光客を積極的に誘致します。 29

60
大宮駅東口再開発は、東日本の玄関口として経済・商業都市としての機能を高める開
発を推進します。 31

61
地下鉄７号線延伸は、経済性などを十分に考慮し、まちづくりと連動させて推進しま
す。 31

№ 事　業　名 掲載ページ数
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３ ４年間の取組実績と達成度一覧 

  Ⅰ 行動宣言･･････････････････････････････････････ ７ 

  Ⅱ 条例宣言･･････････････････････････････････････ ８ 

  １ 行財政改革････････････････････････････････････ ９ 

  ２ 市民・自治････････････････････････････････････１３ 

  ３ 子ども････････････････････････････････････････１４ 

  ４ 高齢者････････････････････････････････････････１８ 

  ５ 健康・安全・安心･･････････････････････････････２０ 

  ６ 環境・まちづくり･･････････････････････････････２３ 

  ７ 経済・雇用････････････････････････････････････２７ 

  ８ 地域間対立を越えて････････････････････････････３１ 

凡例（一覧の見方） 

「倍増プラン」の宣言・分野
別の番号・名称 

４年間の数値目標等 

各分野に掲げられた 
個別の事業の番号

目標の達成期限 

数値目標等に対する取組実績 

個別の事業名称 
評価基準

目標を上回って達成

目標をおおむね達成

時期の遅れはあるが
目標をおおむね達成

目標を未達成
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Ⅰ-1
マニフェスト検証大会
を毎年開催。

４年
以内

・平成21年度から平成24年度までの「し
あわせ倍増プラン2009」の達成状況を、
毎年度1回開催する市民参加による検証大
会において検証します。

・平成22年度に、公募による市民評価委
員会を設置

・平成22年度から、市民参加による検証
大会を開催

目標を
おおむね
達成

Ⅰ-2
タウンミーティングを全
１０区で計４０回開催。

４年
以内

・平成24年度末までに、市民の声を迅速
に市政に反映するため、市民と市長が直接
対話するタウンミーティングを計80回
（各区年2回）開催します。

・平成24年度末までに、タウンミーティ
ングを4年間累計81回開催

目標を
おおむね
達成

Ⅰ-3
現場訪問を４００回実
施。

４年
以内

・平成24年度末までに、現場訪問を400
回実施し、現場の意見を市政に反映しま
す。

・平成24年度末までに、現場訪問を4年間
累計438回実施

目標を
上回って
達成

Ⅰ-4 学校訪問を全校実施。 ４年
以内

・平成24年度末までに、すべての市立幼
稚園・小・中・高・特別支援学校で“絆”
学校訪問を実施します。

・平成24年度末までに、すべての市立幼
稚園、小・中・高等・特別支援学校（167
校）を訪問

目標を
おおむね
達成

Ⅰ-5
職員との車座集会を１
００回開催。

４年
以内

・市民のための職員であるという意識改革
を進めるとともに、職員個々の能力を最大
限に発揮させるため、平成24年度末まで
に車座集会を100回開催します。

・平成24年度末までに、車座集会を101
回開催

目標を
おおむね
達成

取組実績 達成度期限 数値目標等（取組指標・方針）

Ⅰ　行動宣言

№ 事業名
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Ⅱ-1

市長任期を３期までと
する、多選自粛条例を
制定します。

すぐ
・平成21年度中に、「さいたま市長の在
任期間に関する条例」を制定します。

・平成21年6月議会に条例案を提出したが
継続審議となり、同年9月議会にて否決さ
れ、条例制定に至らず

目標を
未達成

Ⅱ-2

生涯スポーツを推進
し、スポーツを活用し
た総合的なまちづくり
を推進する「さいたま
市スポーツ振興まちづ
くり条例」を制定しま
す。

すぐ

・平成21年度末までに、「さいたま市ス
ポーツ振興まちづくり条例」を制定しま
す。

・平成22年3月に、「さいたま市スポーツ
振興まちづくり条例」を制定

・平成23年7月に、「さいたま市スポーツ
振興まちづくり計画」を策定

・計画に基づき、浦和駒場スタジアム改修
に伴うオープニングイベント等、各種施策
を実施

目標を
おおむね
達成

Ⅱ-3

障がい者も健体者も共
に地域で暮らせるノー
マライゼーション条例
を制定します。

すぐ

・平成22年中に、障害者も健常者も共に
地域で暮らせる「ノーマライゼーション条
例」を制定します。

・平成23年3月に、「さいたま市誰もが共
に暮らすための障害者の権利の擁護等に関
する条例」を制定

・平成24年3月に、さいたま市誰もが共に
暮らすための障害者の権利の擁護等に関す
る条例に基づく施策を推進するための計画
である「さいたま市障害者総合支援計画」
を策定

目標を
おおむね
達成

Ⅱ-4

一人ひとりの子どもが
輝くために「子ども総合
条例」を制定します。

２年
以内

・平成22年度末までに、一人ひとりの子
どもが輝くために「子ども総合条例」等を
制定します。

・平成23年10月に、「さいたまキッズな
City大会宣言」を策定

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

Ⅱ-5
「文化都市創造条例」
を制定します。

２年
以内

・総合的かつ持続的な文化芸術振興を図る
ため、平成22年度末までに、「文化都市
創造条例」を制定します。

・平成23年12月に、「さいたま市文化芸
術都市創造条例」を制定

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

Ⅱ-7

他市に類をみないス
ピードで進む高齢化に
備えて「安心長生き条
例」を制定します。

４年
以内

・平成23年度末までに、高齢者の生きが
い、健康、福祉の充実などを総合的にまと
めた「安心長生き条例」を制定します。

・平成24年3月に、「さいたま市誰もが安
心して長生きできるまちづくり条例」を制
定

目標を
おおむね
達成

Ⅱ　条例宣言

Ⅱ-6

さいたま市の憲法「自
治基本条例」を市民参
画で制定します。

３年
以内

・平成23年度末までに、「自治基本条
例」を制定します。

・平成22年度に、条例検討委員会の設
置、各種団体等との意見交換・市長タウン
ミーティング等を実施

・平成23年度に、条例検討委員会最終報
告書の提出を受けるとともに、市民意見交
換会等を実施

・条例制定の前提である市民の周知や理解
が十分でなく、時間をかけて気運の醸成を
図ることが必要であることから条例案の提
出に至らず

目標を
未達成

数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度№ 事業名 期限
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1-1

民間人専門家を入れ
た行政改革推進チー
ムを、市長直轄組織と
して設置します。
（行財政改革推進本部
の設置）

すぐ

・平成21年11月に、「行財政改革推進本
部」を市長直轄組織として設置し、民間人
専門家を登用します。

・平成21年11月に、行財政改革推進本部
を市長直轄組織として設置

・平成２１年度中に、行財政改革の分野に
民間人を2人登用

目標を
おおむね
達成

1-2

民間人専門家を入れ
た行政改革推進チー
ムを、市長直轄組織と
して設置します。
（事務事業評価の見直
し）

すぐ

・「行財政改革推進本部」において、事務
事業評価の新たな評価方法等を構築し、す
べての事務事業を見直し、平成24年度末
までに100事業の縮小又は廃止を行いま
す。

・すべての事務事業を対象とする「事務事
業総点検」を平成21年度から平成22年度
にかけて実施し、平成21年度から平成24
年度までの4年間で、369事業を廃止・縮
小・終了

目標を
上回って
達成

1-3

民間人専門家を入れ
た行政改革推進チー
ムを、市長直轄組織と
して設置します。
（補助事業の見直し）

すぐ

・すべての補助金等について、市民ニーズ
の高度化・多様化など社会経済情勢の変化
に対応し、公正かつ効率的な制度とするた
め、「聖域なき見直し」を平成22年度予
算から実施します。

・平成21年12月に、補助金等の見直しの
基準を策定し、平成22年度予算から「補
助金等見直しメルクマール（判断基準）」
に基づく見直しを実施

目標を
おおむね
達成

・平成21年7月に、「外郭団体経営改革推
進委員会」を設置します。

・平成21年７月に、民間人専門家による
「外郭団体経営改革推進委員会」を設置

・平成21年度中に、「(仮称)さいたま市外
郭団体改革プラン」を策定します。

・平成21年度に、「外郭団体改革プラ
ン」を策定

・平成21年度中に、基礎調査、基本方針
の策定を行います。

・平成21年度に、公共施設マネジメント
計画の策定に向けた基本的な考え方を整理
した基本方針を策定

・平成22年度中に、「公共施設マネジメ
ント会議」を設置します。

・平成22年6月に、「公共施設マネジメン
ト会議」を設置

・平成23年度末までに、公共施設等の効
率的な管理運営を推進するため、土地を含
む公有財産について、ストックマネジメン
トに重点を置いた「公共施設マネジメント
計画」を策定します。

・平成24年6月に、「公共施設マネジメン
ト計画」を策定

・平成21年度中に、市民が参画する「区
役所のあり方検討委員会」を設置します。

・平成21年度に、「区役所のあり方検討
委員会」を設置

・平成22年度中に、本庁・区役所・事業
所等の役割分担を整理し、区役所における
窓口業務の改善と区長への権限移譲の範囲
を定め、平成23年度から区役所で取り扱
える窓口業務を拡大します。

・平成22年度に、「区役所の窓口サービ
スに関するアンケート調査」を実施して役
割分担を整理し、平成23年度から45の窓
口等業務を拡大・充実

・平成23年度から、区役所の休日開設を
実施

・平成24年11月に、各種証明書等のコン
ビニエンスストアでの交付開始

2-2

すべての窓口業務を
区役所で行えるように
します。
（予算）

すぐ
・区の独自性・裁量性が発揮できるよう、
予算制度を改革します。

・平成25年度予算編成から、区長へ予算
の要求権を付与

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

取組実績 達成度

目標を
おおむね
達成

１　行財政改革

2-1

すべての窓口業務を
区役所で行えるように
します。
(窓口改革・権限移譲<
統括>）

すぐ

1-4 すぐ

目標を
おおむね
達成

1-5

民間人専門家を入れ
た行政改革推進チー
ムを、市長直轄組織と
して設置します。
（公共施設マネジメント
会議設置）

すぐ

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

民間人専門家を入れ
た行政改革推進チー
ムを、市長直轄組織と
して設置します。
（外郭団体改革）

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名
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取組実績 達成度

１　行財政改革

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

2-3

すべての窓口業務を
区役所で行えるように
します。
（組織・人事）

すぐ

・平成22年度末までに、区の独自性・裁
量性が発揮できるよう、区長の組織や人事
配置の権限を見直します。

・平成25年度の組織編成から、区長に係
の編制に関し発案する権限を付与

・平成25年度から、人事配置に関し発案
する権限を付与

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

2-4

すべての窓口業務を
区役所で行えるように
します。
(くらし応援室の設置）

すぐ

・区民の声がさらに区政に反映できるよ
う、平成21年7月に区長直轄の「くらし応
援室」を設置します。

・平成21年7月に、「くらし応援室」を設
置

・平成23年4月に、くらし応援室で取り扱
う窓口等業務として、14業務を拡大・充
実

目標を
おおむね
達成

・平成21年度は、各区の個性を生かした
まちづくりを推進するため、各区の組織目
標や各区共通の取組目標からなる区長マニ
フェストを策定し、10月に公表します。

・平成21年10月に、区長マニフェストを
策定、公表

・平成22年度から、毎年4月に公表しま
す。

・平成22年度から、毎年4月に区長マニ
フェストを策定、公表（平成23年度は5
月）

4
市長の退職手当を
50％減額します

すぐ

・平成21年度中に、「さいたま市長の退
職手当の特例に関する条例」を制定し、市
長の退職手当を50％減額します。

・平成21年12月に、市長の手当を50％
減額する「さいたま市長の退職手当の特例
に関する条例」を制定

目標を
おおむね
達成

5
市長給与を10％減額し
ます

すぐ

・平成21年度中に、「さいたま市市長等
の給料の特例に関する条例」を制定し、市
長給料を10％減額します。

・平成21年12月に、市長給料を10％、
副市長等の給料を7％～5％減額する「さ
いたま市市長等の給料の特例に関する条
例」を制定

目標を
おおむね
達成

6

指定管理者の指定な
どにおける透明性を確
保します。

すぐ
・平成22年度から、指定管理者をすべて
公募によって選定します。

・平成22年度以降に選定した指定管理者
については、すべて公募により選定

目標を
おおむね
達成

・平成21年9月に、「一職員一改善提案制
度」を創設します。

・平成21年9月に、「一職員一改善提案制
度」を創設

・平成22年度から、「カイゼンさいた
マッチ｣を開催

・平成24年度末までに、年間の提案件数
を4,000件にします。

・平成24年度の年間提案件数10,091件

8-1

政令指定都市初の予
算編成過程の透明化
も含め、徹底的な情報
公開を行います。

（予算編成過程の公
開）

すぐ
・平成22年度当初予算編成から、予算編
成過程の公表を行います。

・平成21年度に、平成22年度当初予算編
成過程を公表

・平成22年度から、補正予算編成過程及
び次年度当初予算編成過程を公表

目標を
おおむね
達成

8-2

政令指定都市初の予
算編成過程の透明化
も含め、徹底的な情報
公開を行います。
（会派要望への対応状
況の公表）

すぐ

・平成21年度から、市議会各会派からの
「予算編成への要望書」に対する回答書を
公表します。

・平成21年度から、回答書を公表
目標を
おおむね
達成

9-1

情報公開日本一を実
現します。
（情報提供体制の整
備）

２年
以内

・行政情報の積極的な「見える化」を推進
するため、情報提供に関する要綱を整備
し、平成22年度末までに、「広報（情報
提供）マスタープラン」を策定します。

・平成22年4月に情報提供に関する「市政
情報の提供の推進に関する要綱」、「コス
ト表記実施要綱」を整備し、平成23年3月
に「さいたま市ＰＲマスタープラン」を策
定

目標を
おおむね
達成

9-2

情報公開日本一を実
現します。
（都市経営戦略会議の
審議内容等の公表）

２年
以内

・平成21年9月から、都市経営戦略会議の
審議内容と会議資料を公表します。

・平成21年9月から、都市経営戦略会議の
審議内容と会議資料を公表

目標を
おおむね
達成

目標を
おおむね
達成

7
一職員一改革提案制
度を創設します。

すぐ

目標を
上回って
達成

3

区長マニフェストを全
区長が策定するように
します。

すぐ
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取組実績 達成度

１　行財政改革

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

9-3

情報公開日本一を実
現します。
（パブリックコメントの
充実）

２年
以内

・平成22年度末までに、パブリックコメ
ント制度要綱に基づく実施案件の平均意見
提出件数を、平成20年度の51件から100
件に倍増します。

・平成22年度の平均意見提出件数41件
（平成24年度110件）

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

・平成22年度までに、パブリシティの件
数を約1,500件に増やします。

・平成22年度のパブリシティの件数
1,544件（平成24年度1,762件）

・平成24年度のメディア掲載率46.０％

・平成21年度中に、市長定例記者会見を
月1回から2回に増やします。

・平成21年度中に、市長定例記者会見を
月2回開催（平成24年度年20回）

・平成21年度中に、教育長による定例記
者会見を開始します。

・平成22年1月から、教育長の記者会見を
開始（平成24年度年6回）

9-5

情報公開日本一を実
現します。
（身近な道路整備要望
への対応状況の公表）

２年
以内

・平成22年度から、身近な道路整備の要
望への対応状況などを公表します。

・平成21年3月から要望受付状況を公表
し、また平成22年4月から要望対応状況を
公表

目標を
おおむね
達成

10

外郭団体の長への市
長・副市長の兼職を廃
止します。

２年
以内

・平成21年度末までに、市長・副市長が
外郭団体の長（理事長などの代表者）を兼
ねている団体を13団体からゼロにしま
す。

・平成21年度末において、市長・副市長
が、理事長などの代表者を兼ねている団体
はゼロ

目標を
おおむね
達成

・平成21年度末までに「（仮称）退職職
員の再就職管理の適正の確保に関する要
綱」を策定します。

・平成22年3月に、「さいたま市職員の再
就職管理の適正の確保等に関する要綱」を
策定

・外郭団体の役員等への退職職員の再就職
を平成22年度末までに見直し、職員の自
動的な天下りを廃止します。

・平成21年度以降、外郭団体への役員等
の紹介をやめ、職員の自動的な天下りを廃
止

・要綱に基づき、退職職員の再就職者名を
公表（平成22年7月・平成23年7月・平
成24年7月）

・平成21年度中に、「さいたま市一般職
の任期付職員の採用及び給与の特例に関す
る条例」を制定し、行財政改革の分野に民
間人を登用します。

・平成21年10月に、「さいたま市一般職
の任期付職員の採用及び給与の特例に関す
る条例」を制定

・平成２１年度中に、行財政改革の分野に
民間人を2人登用

・平成23年4月までに、行財政改革と合わ
せ、観光・経済・広報・文化振興などの分
野に任期付職員を15人程度採用します。

・平成23年4月までに、任期付職員を11
名採用

情報公開日本一を実
現します。
（市へ寄せられた意見
とその対応状況の公
表）

２年
以内

・平成21年度中に、「わたしの提案」や
タウンミーティング、各区で実施した対話
集会、各団体から市長宛に提出された陳情
書などの市に寄せられた意見とその対応状
況をホームページで公表します。

9-4

情報公開日本一を実
現します。
（パブリシティの推進）

２年
以内

目標を
上回って
達成

9-6

12-1

行政職への民間人登
用を含め、実力ある人
を適材適所に配置しま
す。
(行政職への民間人登
用）

２年
以内

目標を
おおむね
達成

目標を
おおむね
達成

・平成21年度から、わたしの提案、タウ
ンミーティング、陳情書等で寄せられた意
見とその対応状況をホームページで公表

・平成2２年度から、対話集会で寄せられ
た意見とその対応状況をホームページで公
表

・平成21年度から、広聴事業概要書を作
成・公表

・平成25年3月に、「市民の声データベー
スシステム」を構築

目標を
おおむね
達成

11
職員の自動的な天下り
を廃止します。

２年
以内
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取組実績 達成度

１　行財政改革

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

12-2

行政職への民間人登
用を含め、実力ある人
を適材適所に配置しま
す。
（民間企業等経験者の
採用）

２年
以内

・平成23年4月に、民間企業等における職
務経験者の採用を5人から10人に倍増しま
す。

・平成23年度の採用人数9人
目標を
おおむね
達成

・平成21年度中に、職員の希望、意欲を
反映した庁内公募制度を導入します。

・平成21年度から、庁内公募を実施

・平成22年度から、人事評価結果を活用
した人事配置を実施します。

・平成22年度から、人事評価結果を活用
した人事配置を実施

・平成22年度末までに、基幹系システム
の再構築を完了し、運用コストを削減しま
す。

・平成23年3月に、基幹系システムの再構
築を完了し、運用コストを毎年約15億円
削減

・市民サービスの充実に向けた電子市役所
を構築していきます。

・平成23年3月に、市民懇談会を設置し、
第三次情報化計画及びアクション・プラン
を策定

・平成24年11月に、コンビニエンススト
アでの証明書発行を開始

13
電子市役所を構築しま
す。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

12-3

行政職への民間人登
用を含め、実力ある人
を適材適所に配置しま
す。
（適材適所の人事配
置）

２年
以内

目標を
おおむね
達成
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・平成21年度中に、区民会議・コミュニ
ティ会議の活性化に向けた検討会議を設置
します。

・平成21年度に、市民活動推進委員会内
に専門部会を設置

・平成22年度中に、「区民会議・コミュ
ニティ会議の活性化に向けた基本方針」を
策定します。

・平成22年度に、「区民会議及び市民活
動ネットワークに関する基本方針」を策定

・平成23年度に、区民会議・コミュニ
ティ会議を区民会議、市民活動ネットワー
クに再編

・平成２４年度末までに、区民会議では地
域の課題等について提言書を取りまとめ、
市民活動ネットワークでは交流会を実施

・平成21年度末までに、市民活動を推進
するための「マッチングファンド制度」を
創設します。

・平成22年3月に、「マッチングファンド
制度」を創設

・平成24年度末までに、市民活動に対す
る支援を22件実施します。

・制度の趣旨に沿った事業が提案されるた
めの周知及び提案力を高めるためのコー
ディネートに努めたが、平成24年度末ま
での助成実施件数は14件

・平成23年度末までに、市内のすべての
大学（近隣を含む）と調整を図り、「(仮
称)さいたま大学コンソーシアム」を構築し
ます。

・平成23年10月に、「大学コンソーシア
ムさいたま」を設立

・平成24年度末までに、大学コンソーシ
アムと包括協定を締結し、各大学との間で
特色あるプロジェクトを実施します。

・平成23年10月に、「大学コンソーシア
ムさいたま」と市の間で包括協定を締結
し、連携事業を実施（延べ17事業）

№ 事業名

16
大学コンソーシアムの
仕組みを構築します。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

14

区民会議・コミュニティ
会議の活性化に向け
た、検討会議を設置し
ます。

すぐ

目標を
おおむね
達成

２　市民・自治

15

市民活動を推進するた
めの「マッチングファン
ド制度」を創設します。

２年
以内

目標を
未達成

期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度
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17

子どもの好奇心を伸ば
すために、プロのス
ポーツ選手やアーティ
ストなどによる授業を
拡大します。

すぐ

・これまでのスポーツ選手派遣事業など
を、平成21年度から新たに「夢工房　未
来（みら）くる先生　ふれ愛推進事業」と
して拡大実施し、平成22年度はすべての
市立小学校で、平成23年度からは、すべ
ての市立幼稚園・小・中・特別支援学校で
実施します。

・平成22年度中に、すべての市立小学校
で実施

・平成23・24年度中に、すべての市立幼
稚園、小・中・特別支援学校で実施

目標を
おおむね
達成

18-1

基礎学力向上のため
の「読み・書き・そろば
んプロジェクト」、基礎
体力向上のための「な
わとび・逆上がりプロ
ジェクト」、生活習慣向
上のための「あいさつ・
礼儀」・「早寝・早起き・
朝ごはん」を推進しま
す。
（読み・書き・そろばん）

２年
以内

・平成22年度末までに、基礎学力定着プ
ログラムなどを見直し、「読み・書き・そ
ろばんプロジェクト」を推進します。

・平成22年度末までに、「基礎学力定着
プログラム」などを見直し、研究指定校、
研究推進モデル校の委嘱、「さいたま土曜
チャレンジスクール」において書道・そろ
ばんを実施

目標を
おおむね
達成

・平成22年度末までに、長縄8の字跳びの
参加グループ数を200グループ増やし、
1,400グループとします。

・平成22年度末までに、長縄８の字跳び
の参加グループ数を3,655グループに増加

・平成22年度末までに、補助板を活用し
た逆上がり成就率を91％から93％とし、
平成24年度末までに、補助板を活用しな
い成就率を70％から80％とします。

・平成22年度末までに、補助板を活用し
た逆上がり成就率を93.1％とし、平成24
年度末までに、補助板を活用しない逆上が
り成就率を72.2%とした

18-3

基礎学力向上のため
の「読み・書き・そろば
んプロジェクト」、基礎
体力向上のための「な
わとび・逆上がりプロ
ジェクト」、生活習慣向
上のための「あいさつ・
礼儀」・「早寝・早起き・
朝ごはん」を推進しま
す。
（あいさつ・礼儀）

２年
以内

・平成22年度末までに、あいさつや礼儀
を踏まえた言葉で溢れる学校づくりを目指
し、すべての市立小・中学校で「あいさつ
運動」に取り組みます。

・平成22年度末までに、すべての小・中
学校でのあいさつ運動を実施

目標を
おおむね
達成

18-4

基礎学力向上のため
の「読み・書き・そろば
んプロジェクト」、基礎
体力向上のための「な
わとび・逆上がりプロ
ジェクト」、生活習慣向
上のための「あいさつ・
礼儀」・「早寝・早起き・
朝ごはん」を推進しま
す。
（早寝・早起き・朝ごは
ん）

２年
以内

・平成22年度から、生活習慣向上のため
の「早寝・早起き・朝ごはん」を推進する
市独自のキャンペーンを実施し、すべての
市立小・中学校で取り組みます。

・平成22年度以降、「すくすく　のびの
び　子どもの生活習慣向上」キャンペーン
をすべての市立小・中学校で実施

・研究指定校や推進モデル校の委嘱による
研究や実践の取組

・生活習慣に関するアンケート調査による
成果検証を実施

目標を
おおむね
達成

・平成22年度末までに、放課後子ども教
室を20教室増やし、40教室に倍増しま
す。

・平成22年度末までに、40教室で実施

・平成25年度末までの全小学校区の配置
を目指し、平成24年度末までに、80教室
とします。

・目標を１年前倒しし、平成24年度末ま
でに、市内全小学校区（103箇所）におい
て実施

取組実績 達成度

３　子ども

18-2

基礎学力向上のため
の「読み・書き・そろば
んプロジェクト」、基礎
体力向上のための「な
わとび・逆上がりプロ
ジェクト」、生活習慣向
上のための「あいさつ・
礼儀」・「早寝・早起き・
朝ごはん」を推進しま
す。
（なわとび・逆上がり）

２年
以内

目標を
おおむね
達成

19
「放課後子ども教室」を
倍増します。

２年
以内

目標を
上回って
達成

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名
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取組実績 達成度

３　子ども

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

・人口1人当たりの児童福祉司、児童心理
司の人数が政令指定都市でトップクラスに
なるよう、児童福祉司12人、児童心理司3
人、児童精神科医師1人を増員します。

・平成24年度までに、児童福祉司12人、
児童心理司3人、児童精神科医師1人を増
員

・虐待相談の対応のうち、継続指導を行う
割合を3％から20％に増やします。

・平成24年度末の継続指導の割合を
31.2％とした（社会情勢等の変化により
目標を30.6％に変更）

・施設入所中の児童と保護者に対して援助
を行うことにより、家族再統合の割合を全
入所児童の75％とします。

・平成24年度末の家族再統合の割合を全
入所児童の81.3％とした

・児童虐待防止の体制を強化するため、保
健師4人を増員し、専任組織を設置しま
す。

・平成23年度までに、保健師4人を増員
し、平成24年度に専任組織「親子すこや
か支援係」を設置

・対応職員の資質の向上を図り、育児中、
イライラすることが多い親の割合を10％
以下に減らします。

・対応職員の資質向上を図るため体系的な
研修プログラムを平成22年度に策定し、
平成23年度から実施

・平成24年度末までに、すべての市立
小・中・高等学校で「さいたま土曜チャレ
ンジスクール（どちゃれ）」を実施しま
す。

・平成24年度末までに、「さいたま土曜
チャレンジスクール」をすべての市立小・
中・高等学校で実施

・平成24年度末までに、すべての市立
小・中・特別支援学校に「スクールサポー
トネットワーク（ＳＳＮ）」を構築しま
す。

・平成24年度末までに、「スクールサ
ポートネットワーク」をすべての市立小・
中・特別支援学校で構築

・平成24年度末までに、学校地域連携
コーディネーターをすべての市立小・中・
特別支援学校に配置

22

子どもの創造力を高め
る「子ども博物館構想」
を推進します。

４年
以内

・子ども博物館の実現に向け、平成22年
度末までに、「子ども博物館構想」等とし
て取りまとめます。

・平成23年4月に、「子ども博物館構想
(案)」を取りまとめた

・構想(案)にあるソフト事業（子どもがつ
くるまち事業、どこでもキッズミュージア
ム事業）について先行実施

目標を
おおむね
達成

23-1

「子育てパパ応援プロ
ジェクト」を推進しま
す。
（１日保育士体験）

４年
以内

・ 平成24年度末までに、父親の1日保育
士・教諭体験参加者数を、年間1,280人に
します。

・平成24年度の体験参加者数1,410人
目標を
上回って
達成

・平成24年度末までに、すべての単独型
子育て支援センターで土曜日開所を実施し
ます。

・平成24年度末までに、すべての区に単
独型子育て支援センターを開設し、土曜日
開所を実施

・平成24年度末までに、各センターで実
施する父親主体の講座やイベントを年12
回に増やします。

・平成24年度の各センターで実施する父
親主体の講座やイベントを年平均13.3回
実施

21

家庭・地域・学校が連
携して取り組む「土曜
日寺子屋」を実施しま
す。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

23-2

「子育てパパ応援プロ
ジェクト」を推進しま
す。
（子育て支援センター
の活用）

４年
以内

目標を
おおむね
達成

20-1

児童虐待ゼロを目指
し、対応する職員（保
健師、児童相談所員な
ど）を増員します。
（児童相談所の充実）

２年
以内

目標を
おおむね
達成

20-2

児童虐待ゼロを目指
し、対応する職員（保
健師、児童相談所員な
ど）を増員します。
(保健所の充実）

２年
以内

目標を
おおむね
達成
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取組実績 達成度

３　子ども

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

23-3

「子育てパパ応援プロ
ジェクト」を推進しま
す。
（ワークライフバランス
の認知度向上）

４年
以内

・平成24年度末までに、ワークライフバ
ランスの認知度を35％にします。

・平成23年度のワークライフバランス認
知度51.5％

目標を
おおむね
達成

23-4

「子育てパパ応援プロ
ジェクト」を推進しま
す。
（親の学習などのアド
バイザー育成・親育ち
支援策）

４年
以内

・平成24年度末までに、すべての公民館
で子育てパパ・ママ向けの講座を実施しま
す。

・平成22年度に、親の学習検討委員会の
設置・検討及び親の学習プログラムを策定

・平成24年度末までに、親の学習ファシ
リテーターを60人養成

・平成24年度末までに、すべての公民館
で親の学習事業を実施

目標を
おおむね
達成

24-1

保育所・学童保育所
「待機児童ゼロプロ
ジェクト」を推進しま
す。
（認可保育所）

４年
以内

・待機児童ゼロを目指し、平成24年度末
までに、認可保育所の定員を1,100人増や
します。

・平成24年度末までに、認可保育所定員
を1,638人増加

目標を
上回って
達成

24-2

保育所・学童保育所
「待機児童ゼロプロ
ジェクト」を推進しま
す。
（ナーサリールーム・家
庭保育室）

４年
以内

・待機児童ゼロを目指し、平成24年度末
までに、ナーサリールームと家庭保育室の
定員を合計900人増やします。

・平成24年度末までに、ナーサリールー
ムと家庭保育室の定員を1,441人増加

目標を
上回って
達成

24-3

保育所・学童保育所
「待機児童ゼロプロ
ジェクト」を推進しま
す。
（放課後児童クラブ）

４年
以内

・待機児童ゼロを目指し、平成24年度末
までに、民設放課後児童クラブの整備によ
り、受入可能児童数を1,440人増やしま
す。

・平成24年度末までに、受入れ可能児童
数を1,385人増加

・余裕教室等の公共施設を活用した放課後
児童クラブを4年間で10か所整備

目標を
おおむね
達成

・市民に対して小児救急医療の正しい受診
方法の普及啓発を行うことにより、小児救
急医療の一層の環境整備を図り、小児救急
医療体制を確立します。

・平成22年度から、毎年度ガイドブック
を作成・配布して普及啓発を実施

・平成24年7月から、各区役所の催事情報
システムで小児救急医療体制の啓発情報を
掲載

・平成24年9月に、Jリーグ試合会場周辺
で啓発グッズを配布

・市内の医師会・中核病院の協力を得なが
ら、初期・二次・三次といった重層的な小
児救急医療体制を確保した上で、平成24
年度末までに、二次や三次の医療機関で受
診していた初期救急患者の割合62％（平
成21年2月時点）を、35％以下に抑制し
ます。

・平成24年度末の初期救急患者割合11％

25-2

北九州方式を参考とし
た小児救急体制や産
科救急体制を整備しま
す。
（産科救急）

４年
以内

・平成24年度末までに、自治医科大学附
属さいたま医療センターの地域周産期母子
医療センターの設置を促進し、市内の地域
周産期母子医療センターを2か所としま
す。

・平成22年5月に、市内２か所目となる地
域周産期母子医療センターが開設（自治医
科大学附属さいたま医療センター）

・平成21年度から、産科医等確保支援事
業補助を実施

目標を
おおむね
達成

26

高校教育の底上げを
図り、質の高い特色の
ある学校づくりを推進
します。

４年
以内

・平成24年度末までに、市立高校に在学
する生徒・保護者の満足度100％を目指し
ます。

・平成24年度の市立4高校の満足度の状況
生徒94.7％、保護者88.4％

・平成24年8月に、「特色ある学校づくり
計画」を策定

・中高一貫校教育の成果検証を実施し、平
成24年7月に中間報告を実施

目標を
おおむね
達成

25-1

北九州方式を参考とし
た小児救急体制や産
科救急体制を整備しま
す。
（小児救急）

４年
以内

目標を
おおむね
達成
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取組実績 達成度

３　子ども

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

・平成22年度末までに、不登校の状態か
ら登校できる状態となった子どもの割合を
50%に高めます。

・不登校の状態から、指導の結果、学校に
登校できるようになった児童生徒の割合
を、平成22年度41.3％、平成23年度
62.7％

・平成21年度中に、いじめ対策プロジェ
クトチームを設置し、教職員研修の充実や
いじめ問題の解消を目指した取組を推進し
ます。

・平成21年度に、いじめ対策プロジェク
トチームを設置

・平成24年1月に、市内5か所目となる岩
槻教育相談室、及び併設して適応指導教室
「たいよう」を開設

・平成24年度までに、小学校専任さわや
か相談員を16名配置

・平成24年度末までに、特別支援学級を
市立小・中学校16校に新設し、54校とし
ます。

・平成24年度末までに、特別支援学級を
18校新設し、累計56校（小学校37校、
中学校19校）とした

・平成24年度末までに、発達障害・情緒
障害通級指導教室を4校に新設し、7校と
します。

・平成24年度末までに、通級指導教室を5
校新設し、累計8校（小学校7校､中学校1
校）とした

・市南東部に肢体不自由児のための特別支
援学校を平成24年度に新たに開校すると
ともに、市立養護学校の施設・設備の充実
に向け準備を進めます。

・平成24年度に、市立さくら草特別支援
学校（緑区）を開校し、市立ひまわり特別
支援学校の増改築の実施設計を実施

・平成24年度末までに、すべての小中学
校で学校教育ファームを実施します。

・平成24年度末までに、学校教育ファー
ムをすべての市立小・中学校で実施

・平成24年度末までに、給食における県
内地場産物活用率を30％に、米飯実施回
数を週3.5回に増やします。

・平成24年度末までに、地場産物活用率
を27.9％、米飯給食の実施を週3.6回に増
加

・平成24年度末までに、地元シェフによ
る学校給食を45校で実施します。

・平成24年度末までに、地元シェフによ
る学校給食を46校で実施

・平成22年度中に、メディアリテラシー
教育を充実するため、携帯・ネットアドバ
イザー制度を創設します。

・平成22年4月に、携帯・ネットアドバイ
ザー制度を創設

・平成23年度末までに、児童生徒・保護
者・地域・教職員を対象とした 「携帯・イ
ンターネット安全教室」をすべての市立
小・中・特別支援学校で実施します。

・平成22年度から、すべての市立小・
中・特別支援学校で「携帯・インターネッ
ト安全教室」を毎年実施

・平成21年9月から、すべての市立小・
中・高等・特別支援学校の「学校非公式サ
イト」等の監視活動を継続して実施

30

メディアリテラシー教育
の充実と携帯・ネットア
ドバイザー制度を創設
します。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

28

ノーマライゼーションの
理念の共有化に向け、
障害のある人もない人
も、誰もが同じように住
み慣れた地域で暮らし
学べるよう、特別支援
教育を充実します。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

29
学校教育における食
育を推進します。

４年
以内

目標を
おおむね
達成

27

一人ひとりの子どもが
輝くために、心のサ
ポート推進事業を充実
します。

４年
以内

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成
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・平成22年度中に、地域包括支援セン
ターを1か所増やし、市内26か所としま
す。

・平成22年4月に、地域包括支援センター
を１か所増設

・平成22年度末までに、今後増加が見込
まれる認知症相談等に対応するため、相談
員を増やすなど地域包括支援センターの相
談体制を強化します。

・平成22年4月に、すべての地域包括支援
センターに相談員を１名増員

・平成22年度から、地域包括支援セン
ターを、年末年始を除き年中無休で開設し
ます。

・平成22年度から、年中無休（年末年始
除く）で開所

32

配食サービスの拡充を
図り高齢者の自立を支
援します。

すぐ

・平成22年度の早い時期に、配食サービ
スを週5回（月・火・水・木・金）に拡充
します。

・平成22年6月に、配食サービスを週４回
から週５回に拡充

目標を
おおむね
達成

・平成24年度末までに、市内全47地区社
会福祉協議会で高齢者サロンを実施しま
す。

・平成24年度末までの目標に対しては、
開設に当たって地域との調整に時間を要し
たことや定期的に開設できる場所等の確保
が困難であったため、13地区については
未実施

・長寿応援制度の創設によって地区社協が
直接関与しているサロンは市内全域で活動
を実施

・平成24年度末までに、老人福祉セン
ターを2か所増やし、全10区に整備しま
す。

・平成24年度末までに、2か所の老人福祉
センターを開設し、全10区での整備が完
了

33-2

空き教室や空き店舗、
遊休施設などを活用
し、各区に高齢者サロ
ン・介護者サロンを設
置します。
（介護者サロン）

4年
以内

・平成24年度末までに、市内全ての地域
包括支援センターで介護者支援のための介
護者サロンを実施します。

・平成22年度に、介護者サロンを市内す
べての地域包括支援センター（26か所）
で実施

目標を
おおむね
達成

・平成24年度末までに、シルバー人材セ
ンターの会員数を6,300人に、年間就業率
を90％にします。

・平成24年度末までのシルバー人材セン
ターの会員数は 4,953人、年間就業率は
87％

・平成24年度末までに、シルバーバンク
のマッチング数を年間300件以上にしま
す。

・平成24年度のシルバーバンクマッチン
グ成功数は年間 609件

・平成24年度末までに、定員を1割増やし
1,245人とします。

・平成24年度のシニアユニバーシティの
定員数1,358人

・平成22年度福祉課（大学院）、平成23
年度北大宮校、平成24年度北大宮校（大
学院）を設置

・平成23年度末までに、卒業生の活動拠
点となる施設を整備します。

・平成25年4月に、「さいたま市シニアユ
ニバーシティ活動ステーション」を開設

・平成24年度末までに、校友会活動に参
加する卒業生を9割以上とします。

・平成23年度の校友会活動を継続してい
る卒業生は88.3％

・大学院卒業生のうち平成21年度は1割の
50人を、22年度以降は2割の100人をシ
ルバーバンクへ登録します。

・平成24年度末までのシルバーバンクへ
の登録者は累計56名

№ 事業名

33-1

空き教室や空き店舗、
遊休施設などを活用
し、各区に高齢者サロ
ン・介護者サロンを設
置します。
（高齢者サロン）

4年
以内

目標を
未達成

34

シルバー人材センター
の充実や団塊の世代
の市民活動の推進な
ど、高齢者が地域で働
く場を増やします。

4年
以内

目標を
おおむね
達成

４　高齢者

35
シニアユニバーシティ
を充実します。

4年
以内

目標を
おおむね
達成

31
介護する人への支援
体制を充実します。

すぐ

目標を
おおむね
達成

期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度
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№ 事業名

４　高齢者

期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度

・平成22年度中に、65歳以上の市民に配
布している「シルバーカード」を提示する
ことにより、市内の店舗で割引などの優待
が受けられる「（仮称）シルバー元気応援
ショップ制度」を創設します。

・平成22年9月に、「さいたま市シルバー
元気応援ショップ制度」を創設

・平成22年度中に協賛店600店舗で開始
し、平成24年度末までに1,000店舗に増
やします。

・平成22年度に協賛店数を902店舗と
し、平成24年度末までに累計1,164店舗
に増加

36

高齢者を対象とした、
（仮称）シルバー元気
応援ショップ制度（割引
制度）を創設します。

4年
以内

目標を
上回って
達成
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・平成24年までに、健康寿命を男性17.0
年、女性19.5年まで伸ばします。

・平成22年度の健康寿命は男性17.0年、
女性19.7年

・平成23年度末までに、食事バランスガ
イドを知っている人の割合を60％以上と
します。

・平成23年度の食事バランスガイドを
知っている人の割合は70.7％

・平成24年度末までに、意識的に体を動
かすなど運動している人の割合を、男性
35％以上、女性26％以上とします。

・平成24年度に実施した「健康について
の調査」では、意識的に体を動かしている
人の割合は男性29.4％、女性20.5％（1
日1時間以上歩いている人の割合は、平成
17年度調査と比較し増加）

・平成24年までに、健康寿命を男性17.0
年、女性19.5年まで伸ばします。

・平成22年度の健康寿命は男性17.0年、
女性19.7年

・平成24年度末までに、介護予防一般高
齢者施策事業の参加者を15,000人に増や
します。

・平成24年度の一次予防事業（介護予防
一般高齢者施策事業）の参加者数は
30,020人

・平成24年度末までに、介護予防・生活
支援事業（介護予防水中運動教室事業）の
参加者を210人に増やします。

・平成24年度の介護予防水中運動教室
（介護予防・生活支援事業）の参加者数は
176人

38-1

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（多目的広場整備方針
の決定）

4年
以内

・未利用地を活用したスポーツもできる多
目的広場の整備に向けて、管理運営手法な
どに関する研究会を設置し、平成22年6月
までに整備方針を決定します。

・平成22年12月に、整備方針を決定

・平成24年度末までに、10か所の多目的
広場を開設し、1か所は平成25年5月末に
工事完了

・平成24年度末までに、多目的広場管理
運営協議会を5回開催

目標を
おおむね
達成

38-2

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（都市公園内のグラウ
ンド等の個人への開
放）

4年
以内

・平成22年度末までに、都市公園内のグ
ラウンド等の運動施設に個人利用ができる
開放日を設け、だれもが気軽にスポーツが
できる機会を増やします。

・平成23年度から、17公園で個人開放を
無料で実施

目標を
おおむね
達成

達成度

５　健康・安全・安心

4年
以内

目標を
未達成

37-1

食生活や運動習慣の
改善を支援し、健康寿
命の延伸を目指しま
す。 ～元気倍増大作
戦～
（食生活・運動）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針）

・平成24年度末までに、介護予防特定高
齢者施策事業の参加者を1,800人に増やし
ます。

・平成24年度の二次予防事業（介護予防
特定高齢者施策事業）の対象者は生活機能
の低下が始まっている方が多く、参加を
誘っても応じられないこともあり、目標に
対して参加者数は1,392人

・介護予防教室のＰＲとして、市報の特集
記事のほか、パンフレットやポスターを作
成するとともに、介護保険料の納付書に、
介護予防教室等を案内するチラシを封入
し、高齢者に通知する等周知に努めた

37-2

食生活や運動習慣の
改善を支援し、健康寿
命の延伸を目指しま
す。 ～元気倍増大作
戦～
（介護予防）

取組実績

-20-



達成度

５　健康・安全・安心

№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績

38-3

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（民有地を活用した多
目的広場の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、民有地を活用し
たスポーツもできる広場を2か所から4か
所以上に増やします。

・平成24年度末までに、1か所整備
・平成24年度中に実施設計を実施した1か
所が平成25年度に整備完了するため、多
目的広場が合計4か所となる予定

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

38-4

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（(仮称)スポーツふれ
あい広場の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、公園内の一角に
ボール遊びなどのスポーツもできる「（仮
称）スポーツふれあい広場」を、各区に1
か所整備します。

・平成24年度末までに、「のびのび広
場」を9区で合計10か所整備

目標を
おおむね
達成

38-5

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（大学との連携による
多目的広場の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、市内にある大学
と連携し、学校施設内の一部を活用したス
ポーツができる多目的広場を3か所整備し
ます。

・多目的広場の開設に向け各大学と交渉
し、一度は広場開設に合意したが、施設管
理上の問題により合意が白紙になるなどし
たため、未開設

目標を
未達成

38-6

遊休地などを活用し
た、スポーツもできる
多目的広場を倍増しま
す。
（農業関連施設へのス
ポーツもできる多目的
広場の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、3か所の市有農業
施設の敷地内にスポーツもできる多目的広
場を整備します。

・平成23年度末までに、多目的広場を3か
所整備

目標を
上回って
達成

39-1

万全な危機管理体制
を構築します。
（総合防災情報システ
ムの構築）

4年
以内

・平成24年度末までに、災害発生時に迅
速で的確な情報の収集と提供を行うため、
総合防災情報システムを構築します。

・平成24年度末までに、総合防災情報シ
ステムを構築

目標を
おおむね
達成

・危機事案発生時の初動体制の確保を図る
ため、平成21年9月から職員の宿日直体制
を整備します。

・平成21年9月から、本庁舎管理職2名体
制による宿日直体制を整備

・平成23年4月から、宿直専門の再任用職
員を配置し、管理職職員及び宿直専門員の
2名による宿日直を実施

・平成21年度中に、職員の動員を速やか
に行う職員参集システムを構築します。

・平成22年2月から、職員参集システムを
構築・運用

・平成24年度末までに、防災ボランティ
アコーディネーターを600人、防災士を
500人養成します。

・平成24年度末までに、防災ボランティ
アコーディネーター599人、防災士513
人を養成

・避難場所の運営体制を構築するため、平
成24年度末までに、避難場所運営委員会
を公民館を除くすべての避難場所へ設置し
ます。

・平成24年度末までに、公民館を除くす
べての避難場所に避難場所運営委員会を設
置

39-4

万全な危機管理体制
を構築します。
（災害時要援護者への
支援）

4年
以内

・平成23年度までに、災害時要援護者へ
の支援を充実するため、「個別避難支援プ
ラン作成マニュアル」を策定します。

・平成21年度から、災害時要援護者名簿
の配布・更新を実施

・平成23年度末までに、「個別避難支援
プラン作成マニュアル」を策定

・平成24年度から、各自主防災組織での
個別避難支援プラン作成の要請・支援を実
施

目標を
おおむね
達成

39-3

万全な危機管理体制
を構築します。
（防災ボランティアコー
ディネーターの養成と
避難場所運営体制の
構築）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

39-2

万全な危機管理体制
を構築します。
（危機事案発生時の初
動体制の確保）

4年
以内

目標を
おおむね
達成
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達成度

５　健康・安全・安心

№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績

39-5

万全な危機管理体制
を構築します。
（マンホールトイレの整
備）

4年
以内

・平成24年度末までに、避難場所である
市立小・中・高等学校100校に600基の
災害用マンホール型トイレを整備します。

・平成24年度末までに、災害用マンホー
ル型トイレを101校の避難所に656基整
備

目標を
おおむね
達成

・平成21年10月末までに、新型インフル
エンザ対策行動計画の改定を行います。

・平成21年10月に、「さいたま市新型イ
ンフルエンザ対策行動計画」を改定

・流行時における感染拡大を阻止し、健康
被害を最小限にするため、抗インフルエン
ザウィルス薬や感染防護具などの資器材の
備蓄を計画的に行います。

・平成22年9月に、抗インフルエンザウイ
ルス薬30万人分の備蓄を完了し、その後
も維持・継続

・医療関係者との新型インフルエンザ対策
検討会を毎年度開催

・平成24年度末までに、安心・安全なま
ちづくりを推進するため、地域防犯ステー
ションや公共施設などを利用した防犯パト
ロール拠点施設を15か所増やし、20か所
とします。

・平成24年度末までに、パトロール拠点
施設を18か所設置

・平成24年度までに、自主防犯活動団体
を760団体にします。

・平成24年度末までに、自主防犯活動団
体数を747団体に増加

40
民間住宅の耐震化補
助事業を拡充します。

すぐ

・平成21年度末までに、民間住宅の耐震
化を推進するため、耐震化補助事業の見直
しを行い、平成22年度から耐震補強等助
成事業を拡充します。

・平成21年度に耐震化補助事業の見直し
を実施し、平成22年4月から従来の補助制
度に加え、建替え工事や耐震シェルターの
設置に対する補助制度を創設するととも
に、耐震補強等助成事業を拡充

・平成23年10月から、戸建住宅、共同住
宅等の耐震補強設計や補強工事に対する補
助率、補助限度額を拡充

目標を
おおむね
達成

41

障害者自立支援法の
時限措置終了後も、市
独自の負担軽減策を
継続します。

すぐ

・国において障害者自立支援法廃止の動き
があることから、国の動向を踏まえつつ、
市独自負担軽減策を継続します。

・市の独自減免策を受けている方の利用者
負担が従前を上回ることのないように継続
して実施

目標を
おおむね
達成

39-7

万全な危機管理体制
を構築します。
（地域防犯ステーション
などの増設と自主防犯
パトロールの促進）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

39-6

万全な危機管理体制
を構築します。
（新型インフルエンザ
対策）

4年
以内

目標を
おおむね
達成
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・平成24年度末までに、エネルギー削減
効率の高い市有施設のＬＥＤ化率を10％
とします。

・平成24年度末までに、市有施設のLED
化率を10%に増加

・平成24年度末までに、街路灯について
4,000灯のＬＥＤ化を図ります。

・平成24年度末までに、LED街路灯
10,765灯設置

・平成24年度末までに、太陽光発電設備
を設置する市有施設を22施設460kW増や
し、太陽光発電能力を170kWから
630kWにします。

・平成24年度末までに、市有施設47施設
に太陽光発電設備(653.27kW)を設置

・平成23年度末までに、住宅用太陽光発
電設備設置補助を継続し、太陽光発電能力
を戸建（4kW）1,375戸に相当する総計
5,500kWにします。

・平成23年度までに、住宅用太陽光発電
への設備補助を実施し、総計
10,555.81kWの発電設備を設置

・平成24年度も補助を継続し、4年間の総
計で16,820.42kWの発電設備を設置

・平成24年度末までに、市域における次
世代自動車の台数6,000台を12,000台に
します。

・平成23年度末までに、市域における次
世代自動車の登録台数20,080台

・平成24年度末までに、市の公用車への
次世代自動車の導入率を76.1％にし、平
成25年度末には100％にすることを目指
します。

・平成24年度末までに、市公用車への次
世代自動車の導入率84.5％

・上記に加え「E-KIZUNA Project」など
の推進により、次世代自動車の普及促進を
図り、自動車からのCO2を年間6万トン
（さいたま市と同程度の面積の杉林が1年
間に吸収する量に相当）削減します。

・次世代自動車導入補助台数は累計179台
（EV149台、CNG13台、HV17台）

45

さいたま新都心のサッ
カープラザ計画は白紙
撤回します。

すぐ

・さいたま新都心のサッカープラザ計画は
白紙撤回し、平成21年度中に、より市民
の暮らしや生活に密着し、かつ、にぎわい
の創出が図れるような導入機能を決定しま
す。

・平成22年７月の民間事業者の撤退によ
り街区整備事業が終結

目標を
おおむね
達成

・平成21年8月に、交通空白地域や交通不
便地区などの解消に向けた検討を行うた
め、有識者や市民などを委員とする「コ
ミュニティバス等検討委員会」を設置しま
す。

・平成21年8月に、「コミュニティバス等
検討委員会」を設置

・平成22年度末までに、委員会での検討
内容をまとめ、市民に公表します。

・平成23年3月に、「コミュニティバス等
導入ガイドライン」を策定

・平成24年12月から、岩槻区和土地区で
乗合タクシーの本格運行を開始

・平成25年2月から、西区指扇地区で乗合
タクシーの実証運行を開始

42

市内照明のＬＥＤ化率
全国１位を目指しま
す。

4年
以内

目標を
上回って
達成

№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度

43
太陽光発電設備の設
置を推進します。

4年
以内

目標を
上回って
達成

44

「E-KIZUNA Project」な
どの実施により、次世
代自動車の普及を促
進します。

4年
以内

目標を
おおむね
達成

46

コミュニティバス路線の
検討委員会を設置しま
す。

すぐ

目標を
おおむね
達成

６　環境・まちづくり
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№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度

６　環境・まちづくり

47

新規建設事業費の
１％を魅力ある文化・
芸術のまちづくりに配
分します。

3年
以内

・平成22年度末までに、建設事業費にお
ける1％（一般財源ベース）を文化・芸術
事業に充てる仕組みをつくります。

・普通建設事業費が年々減少しており、新
たな予算が生み出せない状況にあることか
ら、仕組みの構築には至らず

・平成23年度から、若手アーティストを
育成するための「ジュニアソロコンテス
ト」を開催

・平成24年度から、文化芸術によるまち
づくりを推進するために「アートフェス
ティバル支援事業」を実施

目標を
未達成

48-1

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（公園の芝生化）

4年
以内

・平成24年度末までに、芝生のある公園
が各区2か所以上となるよう14公園増や
し、26公園とします。

・平成24年度末までに、芝生のある公園
を20か所整備し、合計32公園に増加

目標を
上回って
達成

・平成24年度末までに、芝生化した学校
が各区2校となるよう14校増やし、20校
とします。

・平成24年度末までに、17校において整
備

・平成24年度から平成25年度への繰越を
している2校については、平成25年4、5
月に整備完了したため、芝生化した学校は
合計19校（さらに平成25年度中に1校整
備予定）

・平成22年度末までに、市民との協働や
民間企業からの技術支援などの地域社会と
の連携による芝生維持管理システムを構築
します。

・平成22年に、地域の方々などによる芝
生維持管理の仕組みを構築し、平成23年
度から学校の状況に応じて導入

・平成24年度末までに、すべての公立保
育園（62園）の園庭を芝生化します。

・平成24年度末までに、すべての公立保
育園の園庭を芝生化

・平成22年度末までに、市民との協働や
民間企業からの技術支援などの地域社会と
の連携による芝生維持管理システムを構築
します。

・平成22年に、地域の方々などによる芝
生維持管理の仕組みを構築し、平成23年
度から導入

48-4

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（学校の緑のカーテン）

4年
以内

・平成24年度末までに、すべての市立学
校で緑のカーテン事業を実施します。

・平成24年度末までに、すべての市立学
校において緑のカーテンの設置を実施

・平成24年度から、学校の緑のカーテン
コンテストを実施

目標を
おおむね
達成

・平成24年度末までに、緑のカーテン事
業を実施する身近な公共施設を100か所に
増やします。

・平成24年度末までに、公共施設の緑の
カーテン事業を183か所で実施

・平成24年度末までに、緑のカーテンづ
くりに取り組む家庭を2,000家庭にしま
す。

・平成24年度末までに、緑のカーテンづ
くりに取り組む家庭は、累計3,781家庭

48-2

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（学校の芝生化）

4年
以内

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

48-3

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（保育園の芝生化）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

目標を
上回って
達成

48-5

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（公共施設・家庭の緑
のカーテン）

4年
以内
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№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度

６　環境・まちづくり

・平成24年度末までに、8施設以上の公共
施設の屋上緑化・壁面緑化を実施します。

・平成22年3月に、「公共施設緑化マニュ
アル」を改訂

・平成24年度末までに、公共施設の緑化
を9施設で実施

・平成22年度末までに、未利用となって
いる全ての市有地から緑地化に適した土地
を選定し、平成24年度末までに、選定し
た市有地の緑地化を実施します。

・平成24年度末までに、未利用市有地に
ついては3か所を緑地化

48-7

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（民間建築物の緑化）

4年
以内

・平成24年度末までに、創出される緑化
面積を1,400㎡増やします。

・平成24年度末までに、緑の減少著しい
市街地に累計2,175.53㎡の緑地を創出

目標を
上回って
達成

・平成23年度から、市内全ての駅・駅周
辺及び主要な観光スポットなどを区民等と
協働して 「花や緑」でいっぱいにします。

・平成24年度末までに、市内全ての駅な
ど累計54か所で、花と緑のまちづくり推
進事業を実施

・平成23年5月頃に、市制10周年を記念
して、全10区役所において、区の緑化推
進のシンボルフラワーとして、「区の花」
を発表します。

・平成23年5月に、「区の花」を制定・発
表

・平成22年度末までに、見沼田んぼを農
業生産の場として維持しつつ、市民が自然
とふれあい、憩える場所とするため、本市
として初めて、見沼田んぼに関する各部門
の諸施策を体系的に取りまとめた実効性の
ある（仮称）見沼基本計画を策定します。

・平成23年1月に、「さいたま市見沼田圃
基本計画」を策定

・平成23年度末までに、斜面林等の保全
などのアクションプランを策定します。

・平成24年3月に、「さいたま市見沼田圃
基本計画アクションプラン」を策定

・平成24年度末までに、見沼代用水と一
体となった斜面林を開放し、散策路や休憩
施設の整備を行うなど、水と緑に親しむこ
とができる市民の憩いの場所を3か所整備
します。

・平成24年度末までに、水と緑に親しむ
市民の憩いの場所を3か所整備

・平成23年度から、市民との協働による
斜面林保全活動を実施

・平成24年度から、アクションプランに
位置付けた｢地域資源の情報発信」を実施

・平成24年度末までに、市民が見沼田ん
ぼの「歴史」や「豊かな自然環境」を感
じ、憩える場所として見沼代用水や見沼通
船堀沿いに休憩施設を5か所増やします。

・平成24年度末までに、休憩施設を累計7
か所設置

・平成24年度末までに、見沼通船堀の閘
門や鈴木家住宅の適切な保存を行うととも
に、周辺の文化財への案内看板や休憩施設
を設置し、憩える場所として歴史的遺産の
活用を図ります。

・平成24年度末までに、見沼通船堀堤塘
等の修繕を実施し、文化財案内看板を累計
3基設置、簡易な休憩施設を1か所設置

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（公共施設の緑化）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

49-1

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（見沼基本計画の策
定）

49-2

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（歴史的遺産・自然環
境の活用）

4年
以内

4年
以内

目標を
おおむね
達成

目標を
おおむね
達成

48-8

公園・市有地・校庭な
どの芝生化、緑のカー
テン事業などで身近な
緑を増やす 「みどり倍
増プロジェクト」を実施
します。
（花と緑でいっぱい・区
の花の制定）

4年
以内

目標を
おおむね
達成

48-6
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№ 事業名 期限 数値目標等（取組指標・方針） 取組実績 達成度

６　環境・まちづくり

49-3

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（教育ファームの実施）

4年
以内

・平成24年度末までに、すべての市立
小・中学校で、学校教育ファームを実施
（見沼田んぼ内は、小・中学校あわせて
50校）します。

・平成24年度末までに、すべての小・中
学校で学校教育ファームを実施

・平成24年度末までに、見沼田んぼ内で
は、教育課程内で実施するための移動時間
等の課題があり、小学校19校、中学校5校
の合計24校で実施

目標を
未達成

49-4

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（市民農園の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、見沼田んぼ内の
市民農園を3か所から9か所に増やすとと
もに、市内全域の市民農園を40か所から
72か所に増やします。

・平成24年度末までに、見沼田んぼ内の
市民農園を累計9か所に増加

・平成24年度末までに、市内全域の市民
農園を市内11か所に開設し、累計74か所
に増加

目標を
おおむね
達成

49-5

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（東宮下調節池の広場
整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、東宮下調節池
を、遊水機能を保ちつつ、市民が水と親し
み憩える場所として整備します。

・平成24年度末までに、市民が水と親し
み憩える場所として広場を開設

目標を
おおむね
達成

49-6

見沼田んぼ、荒川など
の自然環境・歴史的遺
産を保全・活用し、教
育ファーム、市民農園
など市民が憩える場所
を増やします。
（高沼用水路の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、現存の水路敷な
どを活用し、市民が水と親しみ憩える場所
を２か所整備します。

・市民が水と親しみ憩える場所の開設に向
けて、平成24年度末までに整備工事を発
注しており、平成25年7月に1か所、平成
25年10月に1か所の整備が完了し、合計
2か所となる予定

時期の
遅れは
あるが
目標を
おおむね
達成

50

良好な住環境を守るた
めの「高度地区」による
高さ制限を導入しま
す。

4年
以内

・平成24年度末までに、住居系用途地域
に高度地区の指定を行います。

・平成25年3月に、住宅系用途地域への高
度地区の指定について、都市計画決定を実
施

目標を
おおむね
達成

51-1

下水道、都市公園、生
活道路など生活密着
型インフラ整備を推進
します。
（都市公園の整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、身近な公園を15
か所増やし、身近な公園の不足する地域を
20.3％から13.2％にします。

・平成24年度末までに、4年間で累計23
か所の新規公園整備を実施

・身近な公園が不足する地域は人口密集地
に多いことから、公園用地が取得しづら
く、公園不足地域での用地確保が進まな
かったことから、平成24年度の身近な公
園の不足する地域は16.1％

目標を
未達成

51-2

下水道、都市公園、生
活道路など生活密着
型インフラ整備を推進
します。
（暮らしの道路・スマイ
ルロードの整備）

4年
以内

・平成24年度末までに、暮らしの道路・
スマイルロード整備事業により、生活道路
を480件整備します。

・平成24年度末までに、暮らしの道路整
備事業、スマイルロード整備事業において
4年間で累計497件の整備を実施

・平成21年3月から要望受付状況を公表
し、また平成22年4月から要望対応状況を
公表

目標を
おおむね
達成

51-3

下水道、都市公園、生
活道路など生活密着
型インフラ整備を推進
します。
（下水道の整備）

4年
以内

・整備計画を1年前倒しし、平成24年度末
までに、下水道普及率を90％にします。

・平成24年度末の下水道普及率90.0%
目標を
おおむね
達成

目標を
おおむね
達成

52

効率的な道路ネット
ワークを構築するた
め、都市計画道路を抜
本的に見直します。

4年
以内

・平成24年度末までに、人口減少、高齢
化社会に対応し、低炭素型のコンパクトな
まちづくりを実現する効率的な道路ネット
ワークを構築するため、都市計画道路の抜
本的な見直しを行います。

・平成23年11月に、道路網計画づくりの
指針を策定

・平成24年10月に、道路網計画を策定
し、本計画に基づき、未整備の都市計画道
路を廃止候補等に分類し、公表

・平成25年3月に、見直し候補路線のう
ち、中川中央通線及び宮原駅前通線につい
て都市計画を変更
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・平成24年度末までに、就労可能な生活
保護受給者を対象とした支援により、就労
した人数を平成20年度の108人から倍増
の216人にします。

・平成24年度の就労支援による就労人数
713人

・平成21年度から、若年者向け就職支援
セミナーを年2回から4回に増やします。

・平成24年度の若年者向け就職支援セミ
ナーは年8回実施

・平成21年度から、新たにキャリア・コ
ンサルティングを週2日実施します。

・平成24年度のキャリアコンサルティン
グは週5日実施

・平成22年度から、新たに市内企業での
就業体験事業を4社8人を対象に実施しま
す。

・平成24年度の若年者向け就業体験等事
業は30社44人で実施

・平成21年度中に、母子家庭の母親の就
業支援を拡充します。

・平成21年度から、母子家庭の母親を対
象とする高等技能訓練促進費の支給対象期
間を修学期間の全期間に拡大（平成24年
度入学者は上限3年に変更）

54-1

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（ものづくり企業支援事
業）

4年
以内

・平成23年度中に、市内のものづくり企
業の活性化と経営の安定化を図るため、事
業者のニーズに対応した新たな支援制度を
確立します。

・平成22年度から、ものづくり企業デー
タブックを配布

・平成23年度から、ものづくり企業連携
支援事業を実施

・平成23年度から、「販路開拓支援事業
補助金」を創設（産業創造財団経由で交
付）

目標を
おおむね
達成

54-2

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（テクニカルブランド企
業認証事業）

4年
以内

・平成24年度末までに、さいたま市テク
ニカルブランド企業の認証数を平成20年
度の13社から22社増やし、35社としま
す。

・平成24年度末までに、平成20年度の
13社から再認証企業を含む累計52社を認
証

目標を
上回って
達成

・平成24年度末までに、雇用機会の創出
を図るため積極的な企業誘致活動を展開
し、平成20年度の立地件数16社から40
社増やし、56社とします。

・平成24年度末までに、45社を誘致し、
累計61社が立地

・平成24年度に、平成25年度から28年
度を新たな活動期間とする企業誘致基本方
針を策定し、戦略的企業誘致の継続推進を
決定

・平成21年度中に、産業集積拠点の基礎
調査を実施した後、将来にわたる雇用機会
の創出に向けた戦略的な企業誘致施策を検
討します。

・平成21年度に産業集積拠点の基礎調査
を実施し、平成23年度に「さいたま医療
ものづくり都市構想」、平成24年度に
「第1期行動計画」を策定

取組実績 達成度

７　経済・雇用

期限 数値目標等（取組指標・方針）

・平成22年4月に、全10区の福祉事務所
に自立生活支援相談窓口を設置し、自立生
活支援員計14人を同窓口及び平成24年
10月に、ハローワーク浦和・就業支援サ
テライト内に配置

・平成22年4月に、福祉事務所の就労支援
員を10人に増員

・平成24年3月に、大宮、浦和及び岩槻福
祉事務所にジョブスポットを設置し、ハ
ローワークの職業相談員を8人配置

・平成24年4月に、福祉事務所にキャリア
カウンセラーを１０人配置

目標を
上回って
達成

目標を
上回って
達成

54-3

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（戦略的企業誘致）

4年
以内

目標を
上回って
達成

・平成22年度から、全10区の福祉事務所
に自立生活支援相談窓口を設置し、自立生
活支援員を中心としたハローワークなどの
関係支援機関などからなるチームを結成
し、自立生活のための総合的支援に取り組
みます。

№ 事業名

53-2

ワーキングプアを増や
さない、部局横断的な
「自立生活支援対策
チーム」を設置します。
（ステップアップの取
組）

すぐ

53-1

ワーキングプアを増や
さない、部局横断的な
「自立生活支援対策
チーム」を設置します。
（セーフティネットの構
築）

すぐ
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№ 事業名 取組実績 達成度

７　経済・雇用

期限 数値目標等（取組指標・方針）

54-4

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（産学連携によるイノ
ベーション創出）

4年
以内

・平成23年度末までに、産学連携による
イノベーション（技術革新）の継続的創出
が図られる仕組みを構築します。

・平成21年度から、産学連携支援セン
ター埼玉を活用した技術高度化を目指す
「研究開発人材高度化タスクフォース事
業」を開始し、4年間で累計15件実施

・平成21年度から、市内中小企業者の産
学連携に係る支援を実施

目標を
おおむね
達成

・平成23年度末までに、新規就農者が参
入しやすい農業環境を整備するための実施
方針を策定します。

・平成24年3月に、農業経営環境を改善、
整備するため「就農、雇用促進方針」を策
定

・平成24年度中に、新規就農者数を20人
にします。

・就農予定者が市外研修を希望するなどの
理由により、平成24年度の新規就農者は9
人

54-6

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（事業所内保育施設推
進）

4年
以内

・平成23年度末までに、複数の企業等の
集合体による事業所内保育施設への新たな
支援制度を構築します。

・平成22年4月に国の事業所内保育施設に
対する補助制度が拡充されたため、当面は
本市独自の新たな支援制度を構築せずに、
事業所のニーズ等を踏まえ、改めて支援制
度を検討

・平成24年度末までに、施設整備補助
（国、県、市の補助を含む）の活用による
新規開設は5か所

目標を
おおむね
達成

・市内の介護保険施設等に勤務している人
材の育成･定着を支援するため、介護福祉
士の資格取得を支援します。

・平成21年度は、資格取得対策講座を実
施し、受講者を筆記試験対策講座200人、
実技試験対策介護技術講習80人としま
す。

・平成21年度の資格取得対策講座受講者
は144人（筆記対策111人、実技試験対
策介護技術33人）

54-8

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（ホームヘルパー２級
資格取得支援）

4年
以内

・平成24年度末までに、介護職の入口と
も言えるホームヘルパー2級の有資格者を
新たに600人確保します。

・事業開始当初の制度の周知不足や制度利
用に当たっての必要条件（資格取得後3ヶ
月以上の就労が必要）が課題となり、平成
24年度末までの補助制度利用者は479人

目標を
未達成

・平成24年度末までに、地域福祉情報・
研修センターにおいて、サービス従事者の
資質向上、交流や就業促進を目的とした研
修を17講座実施します。

・平成23年度から、サービス事業者を対
象に「介護知識技術研修」などの研修を実
施（平成24年度17講座実施）

・サービス従事者の確保・定着を目指し、
国に対して介護報酬の引上げを毎年要望し
ます。

・平成21年度から、毎年、国に対して介
護報酬を引き上げるよう要望活動を実施

目標を
おおむね
達成

54-5

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（新規就農者支援事
業）

4年
以内

目標を
未達成

54-9

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（福祉介護人材の養成
確保）

4年
以内

・平成22、23年度は、実技試験免除の講
座を実施し、受講者を160人とします。

・平成22年度は133人に対し実技試験免
除講習の助成金を交付

・平成23年度は151人に対し実技試験免
除講習の助成金を交付

・平成24年度は100人に対し実技試験免
除講習の助成金を交付

・平成23年度まで埼玉県において、本市
の制度よりも補助限度額が大きく受講者が
利用しやすい同様の制度があったため、目
標に達せず

54-7

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（介護福祉士資格取得
支援）

4年
以内

目標を
未達成
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取組実績 達成度

７　経済・雇用

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

54-10

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（ものづくり人材支援事
業）

4年
以内

・平成23年度中に、ものづくり人材育成
の充実を図るため、市内企業や試験研究機
関などと連携し、優秀な産業人材を市内企
業へと輩出する新たな仕組みを構築しま
す。

・平成21年度から、高校生を対象とする
インターンシップ、デュアルシステムを実
施

・平成22年度から、少年少女発明クラブ
などへの支援を実施

・平成23年度から、技術人材の高度化支
援事業を実施

目標を
おおむね
達成

54-11

介護、福祉、医療、教
育、環境、農業などの
分野を中心に「雇用倍
増プロジェクト」を実行
します。
（マッチング事業）

4年
以内

・平成24年度末までに、キャリアサポー
ト事業、雇用マッチング促進事業などを新
たに実施することにより、市が実施する就
職支援事業による支援者数を平成20年度
の63人から337人増やし、400人にしま
す。

・市が実施したキャリアサポート事業と雇
用マッチング促進事業などの就職支援事業
により、４年間で延べ13,749人の就職を
支援

目標を
上回って
達成

・平成24年度末までに、平成19年度の年
間入込観光客数の増加41万人を82万人に
倍増し、総計2,477万人とします。

・年間入込観光客数は、東日本大震災によ
る経済・消費活動への心理的冷え込みや世
界同時不況などの影響により、目標の
2,477万人に至らず（平成23年度1,933
万人）

・平成23年度中に、新たな観光客を獲得
するため、スポーツコミッションを創設し
ます。

・平成23年10月に、「さいたまスポーツ
コミッション」を創設

・平成24年度末までに、創業ベンチャー
サポート塾の開設などにより、創業件数を
118件増やし、累積創業件数92件を210
件にします。

・平成24年度末までに、さいたま市産業
創造財団において創業に関する窓口相談や
専門家アドバイザー派遣などにより累計
22８件の創業を支援

・平成23年度から、創業者を発掘する創
業応援事業を開始します。

・平成22年度に、本市を代表するリー
ディングカンパニーの発掘・支援を行う
「創業ベンチャーサポート塾」を開設する
など創業応援事業を開始

57-2

コミュニティビジネスの
支援制度を充実しま
す。
（コミュニティビジネス
促進事業）

4年
以内

・平成24年度末までに、コミュニティビ
ジネス賞の応募件数を69件増やし、累積
応募件数31件を100件にします。

・平成24年度末までに、さいたま市
ニュービジネス大賞のコミュニティビジネ
ス部門としての累積応募件数110件

目標を
上回って
達成

・平成23年度から、研究開発を実施する
市内中小企業者等向けの融資制度を創設し
ます。

・平成23年度に、市内中小企業者向けの
研究開発に対する融資制度を創設

・平成22年度から、既存の創業支援資金
融資制度について、融資限度額の見直しや
条件緩和を行います。

・平成22年度に、創業支援資金融資制度
の融資限度額の引き上げや条件緩和を実施

目標を
おおむね
達成

目標を
おおむね
達成

57-1

コミュニティビジネスの
支援制度を充実しま
す。
（コミュニティビジネス
育成事業）

4年
以内

・平成23年度末までに、コミュニティビ
ジネスを育成するため、新たな支援制度を
構築します。

・「地域活性化・経済危機対策臨時交付
金」を活用し、地域密着型事業活動提案モ
デル事業を平成21年度は2件、平成22年
度は4件採択・実施

・平成23年度は、支援事業を検討した結
果、コミュニティビジネスの育成に対する
支援から、創業初期層（構想段階を含む）
に重点を置いた支援を実施することとし、
個別相談会を2回、座談会（トークカ
フェ）を3回開催。また、創業時の基本的
な流れを紹介するニュースレターを5,000
部発行

58

中小企業・小規模事業
者への融資制度を充
実します。

4年
以内

55

市内の観光資源を有
効に活用し、海外も含
め、観光客を積極的に
誘致します。

4年
以内

目標を
未達成

56

起業家応援のための
「ベンチャービジネス倍
増プロジェクト」を実行
します。
（人材育成支援･創業
環境支援）

4年
以内

目標を
おおむね
達成
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取組実績 達成度

７　経済・雇用

期限 数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名

・平成23年度から、市内企業向けＣＳＲ
活動をホームページで公表します。

・平成23年度から、市内企業向けCSR活
動をホームページで公表

・平成22年度から、市内企業を対象とし
たＣＳＲセミナーを開催します。

・平成22年度から、市内企業を対象とし
たCSRセミナーを開催

・平成23年度中に、本市独自のＣＳＲ活
動認証制度を創設します。

・平成24年8月に、「さいたま市CSR
チャレンジ企業認証制度」を創設

目標を
おおむね
達成

59

企業のＣＳＲ活動の認
証制度を創設・推進し
ます。

4年
以内
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・平成22年度末までに、大宮駅周辺公共
用地利用基本計画を策定します。

・公共用地利用基本計画に代わる公共施設
再編の方針を策定し、大宮区役所庁舎の建
て替え位置や大門町２丁目中地区への公共
施設（ホール機能、コミュニティ機能）導
入を決定

・平成23年度末までに、大宮駅東口駅前
広場用地の買収を開始します。

・大宮駅東口駅前広場整備については、権
利者等との協議や周辺街区を含むまちづく
りの動向を確認したが、事業化は未達成

・平成24年度末までに、氷川緑道西通線
用地の100％取得及び大門町2丁目中地区
再開発組合の設立を行います。

・氷川緑道西通線の用地取得については、
権利者との交渉に時間を要しており、進捗
率は65.4％

・大門町２丁目中地区再開発については、
権利者合意形成や基本計画案のとりまとめ
に時間を要したが、都市計画決定を平成
25年3月に告示

61

地下鉄７号線延伸は、
経済性などを十分に考
慮し、まちづくりと連動
させて推進します。

4年
以内

・経済性などを十分に考慮し、まちづくり
と連動させた上で、平成24年度末までに
事業着手することを目指します。

・延伸の方向性の判断を行い、延伸の「検
討」段階から、地域の成長・発展の「実
行」段階へ移行

・概ね5年後の事業着手(鉄道事業者による
申請)を目標として新たに設定

目標を
未達成

・庁舎整備検討委員会を適宜開催して、各
界・各層から幅広く意見を聴くとともに、
議員による合併協定書の議論、行政による
庁内検討会議での調査･検討、そして、市
民参加による庁舎整備検討委員会での検討
といったそれぞれの議論の積み重ねを踏ま
え、社会経済情勢の動向等も見極めなが
ら、総合的な視点で庁舎のあり方について
検討を行います。

・庁舎整備検討委員会を計７回開催し、各
界・各層から新庁舎のあり方などについて
幅広く意見を聴くことができた上、本庁舎
の整備に関し必要な事項を調査審議するた
め、平成24年12月に審議会を設置し議論
を開始

目標を
上回って
達成

８　地域間対立を越えて

62

市庁舎のあり方は、地
域的対立を越えた視
点から、市民の声を聞
きながら検討します。

4年
以内

60

大宮駅東口再開発
は、東日本の玄関口と
して経済・商業都市と
しての機能を高める開
発を推進します。

4年
以内

目標を
未達成

期限 取組実績 達成度数値目標等（取組指標・方針）№ 事業名
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